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５
月
23
日
の
参
議
院
本
会
議
で
、
区
分
所
有
法
や
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
適
正
化
法
な
ど
マ
ン
シ
ョ
ン
関
連
４
法
を
改
正

す
る
「
老
朽
化
マ
ン
シ
ョ
ン
等
の
管
理
及
び
再
生
の
円
滑
化
等
を
図
る
た
め
の
建
物
の
区
分
所
有
等
に
関
す
る
法
律
等

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
」
が
賛
成
多
数
で
可
決
さ
れ
成
立
し
た
。
管
理
や
再
生
を
円
滑
化
す
る
た
め
の
規
定
を
設

け
る
と
と
も
に
、
マ
ン
シ
ョ
ン
の
適
正
管
理
や
建
替
え
な
ど
に
つ
い
て
自
治
体
が
関
与
で
き
る
権
限
を
よ
り
強
化
す
る

の
が
柱
。
一
部
を
除
き
２
０
２
６
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。
国
会
審
議
で
は
、
共
用
部
で
生
じ
た
損
害
賠
償
請
求

権
の
扱
い
に
つ
い
て
修
正
案
が
可
決
さ
れ
た
。
国
土
交
通
省
は
改
正
法
に
対
応
す
る
た
め
、
近
く
標
準
管
理
規
約
の
改

正
作
業
な
ど
に
も
着
手
す
る
。

　
管
理
を
円
滑
化
す
る
た
め

の
規
定
で
は
、
集
会
の
出
席

者
の
多
数
決
で
決
議
が
で
き

る
仕
組
み
や
、
所
在
等
不
明

区
分
所
有
者
を
集
会
の
決
議

の
母
数
か
ら
除
外
す
る
仕
組

み
を
設
け
て
決
議
を
円
滑
化

す
る
。
出
席
者
の
多
数
決
で

決
議
で
き
る
仕
組
み
は
、
規

約
な
ど
で
定
め
が
な
い
場
合

は
出
席
し
た
区
分
所
有
者
と

そ
の
議
決
権
の
各
過
半
数
、

共
用
部
分
の
変
更
や
規
約
の

制
定
・
変
更
・
廃
止
な
ど
は

各
４
分
の
３
以
上
で
決
議
で

き
る
よ
う
に
な
る
。

　
管
理
不
全
の
共
用
部
分
や

専
有
部
分
が
あ
っ
て
も
適
正

な
管
理
が
な
さ
れ
る
よ
う
財

産
管
理
制
度
も
設
け
る
。
利

害
関
係
人
か
ら
の
請
求
を
受

け
た
裁
判
所
が
管
理
人
を
選

任
し
、
管
理
人
に
管
理
さ
せ

る
。
自
治
体
か
ら
の
請
求
も

可
能
と
し
、
管
理
不
全
マ
ン

シ
ョ
ン
の
防
止
や
悪
化
回
避

に
つ
な
げ
る
。

　
ま
た
管
理
計
画
認
定
制
度

を
新
築
時
か
ら
申
請
で
き
る

形
に
改
め
る
。
分
譲
事
業
者

が
管
理
計
画
を
作
成
し
、
管

理
組
合
に
計
画
を
引
き
継
げ

る
よ
う
に
す
る
。
認
定
を
受

け
た
こ
と
を
敷
地
内
や
売
買

時
の
広
告
に
掲
示
す
る
こ
と

も
認
め
る
。

　
　
＊　
　
＊　
　
＊

　
再
生
の
円
滑
化
に
関
す
る

規
定
で
は
、
建
替
え
以
外
の

再
生
手
法
を
行
い
や
す
く
す

る
た
め
こ
れ
ら
を
多
数
決
で

決
議
で
き
る
仕
組
み
を
創

設
。
▽
建
物
更
新
（
一
棟
リ

ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
）
決
議
、
▽

建
物
敷
地
売
却
決
議
、
▽
建

物
取
壊
し
敷
地
売
却
決
議
、

▽
取
壊
し
決
議
―
の
４
つ
を

設
け
る
。
こ
れ
ら
の
決
議
や

建
替
え
決
議
で
は
、
耐
震
化

不
足
や
外
壁
剥
離
の
恐
れ
な

ど
客
観
的
事
由
が
あ
れ
ば
多

数
決
割
合
を
引
き
下
げ
る
。

隣
接
地
や
底
地
の
所
有
者
に

建
替
え
後
の
マ
ン
シ
ョ
ン
の

区
分
所
有
権
や
敷
地
利
用
権

が
与
え
ら
れ
る
よ
う
に
し
、

建
替
え
の
際
に
容
積
を
確
保

で
き
る
よ
う
に
し
て
合
意
形

成
を
促
進
さ
せ
る
。

　
　
❖　
　
❖　
　
❖

　
自
治
体
の
権
限
強
化
で

は
、
こ
れ
ま
で
管
理
組
合
運

営
に
関
し
て
実
施
で
き
た
助

言
・
指
導
・
勧
告
に
つ
い

て
、
修
繕
の
実
施
が
不
適
切

な
場
合
も
対
象
と
す
る
。
必

要
に
応
じ
管
理
組
合
の
管
理

者
等
に
対
し
専
門
家
を
あ
っ

せ
ん
す
る
。
さ
ら
に
建
替
え

の
勧
告
や
専
門
家
を
あ
っ
せ

ん
す
る
規
定
も
設
け
、
勧
告

に
従
わ
な
い
と
き
は
そ
の
旨

の
公
表
に
踏
み
切
る
。

　
一
方
で
自
治
体
の
マ
ン
パ

ワ
ー
不
足
や
負
担
増
に
対
応

す
る
た
め
、
取
り
組
み
を
サ

ポ
ー
ト
す
る
「
マ
ン
シ
ョ
ン

管
理
適
正
化
支
援
法
人
」
の

マ
ン
シ
ョ
ン
関
連
法
案
が
成
立

管
理
・
再
生
の
円
滑
化
へ
新
制
度

共
用
部
の
損
害
賠
償
請
求
で
修
正
案

５
年
後
め
ど
に
対
応
状
況
を
調
査

　
防
衛
省
と
国
土
交
通
省
、

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
業
協
会

は
、
退
職
自
衛
官
の
再
就
職

支
援
に
向
け
た
連
携
強
化
を

は
か
る
た
め
、
申
し
合
わ
せ

を
締
結
し
た
。
採
用
に
関
す

る
広
報
を
積
極
的
に
実
施
す

る
ほ
か
、
業
種
の
説
明
会
の

開
催
、
職
業
訓
練
の
充
実
な

ど
を
連
携
し
て
進
め
る
。

　
自
衛
官
の
確
保
を
め
ぐ
っ

て
は
、
募
集
の
定
員
割
れ
が

続
き
充
足
率
は
90
％
程
度
と

な
っ
て
お
り
、
国
の
防
衛
や

災
害
対
応
な
ど
に
影
響
が
及

ぶ
こ
と
も
懸
念
さ
れ
る
。
ま

た
、
若
年
定
年
制
と
し
て
56

歳
で
退
職
す
る
自
衛
官
が
多

い
中
、
再
就
職
し
た
際
に
給

与
水
準
が
定
年
時
の
７
割
と

な
り
、
60
歳
の
段
階
で
は
さ

ら
に
そ
の
７
割
の
水
準
に
下

が
る
と
い
う
指
摘
が
あ
り
、

退
職
後
の
生
活
設
計
が
立
て

づ
ら
い
点
も
人
材
確
保
の
障

壁
に
な
っ
て
い
る
。
政
府
は

関
係
閣
僚
会
議
を
設
け
て
処

遇
改
善
な
ど
を
検
討
。
自
衛

官
が
持
つ
知
識
や
技
能
な
ど

を
生
か
せ
る
再
就
職
先
の
拡

充
に
国
を
挙
げ
て
取
り
組
む

方
針
を
示
し
て
い
た
。

退
職
自
衛
官

再
就
職
支
援

申
し
合
わ
せ

　マンション管理業協会はマンション管理適正評価制度の普及に向け、2025年度末
での登録件数を1万5000件とする新たな目標を定めて取り組む方針を表明した。登
録を推進してきた会員企業の取り組みを横展開し、会員企業の活動を後押しする考
え。高松茂理事長が記者会見の中で表明した。
　適正評価制度は24年度末での登録件数を1万件と設定していたが、約8250件と及
ばなかった。高松理事長は「運営開始からの3年間での取り組みには一定の評価がで
きる」と前向きにとらえ、新たな目標を掲げてさらに普及を推進する考えを示した。
　３月末時点で、管理受託戸数に占める登録件数の割合が15％以上を超える企業が
11社、10％以上も含めると19社あるため、登録が進んでいる会員企業のノウハウを
共有することで登録を推進する企業を増やし、新目標の達成を目指す。高松理事長
は「登録作業の負担や、管理組合がメリットを感じていないといった課題を聞く
が、10％以上登録している会員会社はそうした課題を乗り越えてきた」と会員一丸
となった活動に期待を込めた。

適正評価制度、今年度末に1.5万件目標 管理協

国と管理協

マンション関連法案の主な規定

◆管理の円滑化に向けた規定
・総会出席者の多数決で決議ができる仕組みの創設
・所在等不明区分所有者を決議の母数から除外する仕組みの創設
・マンションに特化した財産管理制度の創設
・管理計画認定制度の新築時からの導入
・ 管理会社管理者方式を実施する場合、自己取引等の区分所有者への事前
説明義務化

◆再生の円滑化に向けた規定
・ 建物・敷地の一括売却、一棟リノベーション、取壊し等を多数決で決議
できる

・ 建替えや敷地売却等で、耐震性不足などの要件を満たせば多数決要件を
引き下げ

・ 隣接地や底地の所有権等を、建替え後のマンションの区分所有権に変換

◆自治体の権限強化に向けた規定
・ 管理不全マンションに対する助言・指導・勧告や、専門家のあっせんな
どを実施

・ 建替え等の実施の勧告や専門家のあっせんを実施、勧告に従わないと公
表

・ マンション管理適正化支援法人の創設により、自治体と民間団体の連携
を強化

　
国
会
の
法
案
審
議
で
は
、

共
用
部
分
で
生
じ
た
損
害
賠

償
請
求
に
つ
い
て
修
正
案
が

提
出
さ
れ
承
認
さ
れ
た
。
審

議
入
り
し
た
際
の
法
案
で

は
、
管
理
者
は
、
区
分
所
有

者
や
、
売
却
に
よ
り
か
つ
て

は
区
分
所
有
者
で
あ
っ
た
者

（
旧
区
分
所
有
者
）
を
代
理

し
て
損
害
賠
償
の
請
求
・
受

領
を
行
え
る
と
し
つ
つ
、
別

段
の
意
思
表
示
を
行
っ
た
旧

区
分
所
有
者
は
対
象
と
し
な

い
と
す
る
規
定
を
設
定
。
こ

れ
に
対
し
修
正
案
は
、
政
府

は
法
律
施
行
後
５
年
を
め
ど

に
、
各
マ
ン
シ
ョ
ン
の
管
理

規
約
の
設
定
状
況
や
保
険
金

の
請
求
・
受
領
状
況
を
調
査

す
る
こ
と
や
調
査
の
結
果
必

要
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
は

法
改
正
な
ど
所
要
の
措
置
を

講
じ
る
こ
と
な
ど
に
つ
い

て
、
改
正
法
の
附
則
に
追
加

す
る
こ
と
に
し
た
。

　
審
議
で
は
、
旧
区
分
所
有

者
が
別
段
の
意
思
表
示
を
す

る
と
一
元
的
な
請
求
・
受
領

が
不
可
能
に
な
り
共
用
部
分

の
完
全
な
補
修
が
で
き
な
く

な
る
と
す
る
意
見
や
、
売
買

の
際
に
損
害
賠
償
請
求
権
は

新
た
に
取
得
し
た
区
分
所
有

者
に
移
転
す
る（
当
然
承
継
）

と
す
べ
き
と
す
る
意
見
が
挙

が
っ
て
い
た
。
政
府
は
、
旧

区
分
所
有
者
の
利
益
を
守
る

観
点
か
ら
当
然
承
継
は
難
し

い
点
や
、
管
理
規
約
を
改
定

し
損
害
賠
償
金
の
使
途
を
あ

ら
か
じ
め
定
め
て
お
け
ば
旧

区
分
所
有
者
の
賠
償
金
も
修

繕
費
用
に
充
当
で
き
る
た
め

標
準
管
理
規
約
の
改
正
に
臨

む
考
え
を
示
し
て
い
た
が
、

議
論
が
紛
糾
し
て
い
た
。

◆　
　
　
◆

　
こ
の
ほ
か
、
衆
参
両
院
か

ら
付
帯
決
議
が
付
さ
れ
た
。

衆
議
院
で
は
、
管
理
計
画
認

定
制
度
が
新
築
時
か
ら
導
入

さ
れ
る
こ
と
を
受
け
分
譲
事

業
者
に
対
し
管
理
計
画
の
作

成
を
積
極
的
に
促
す
こ
と

や
、
管
理
会
社
管
理
者
方
式

の
実
施
に
当
た
り
利
益
相
反

に
よ
り
区
分
所
有
者
が
不
利

益
を
被
る
こ
と
の
な
い
よ

う
、
事
前
説
明
の
確
実
な
実

施
や
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
周
知

徹
底
を
は
か
る
こ
と
、
自
治

体
が
担
う
関
連
事
務
が
増
え

る
の
を
踏
ま
え
政
策
担
当
者

の
育
成
支
援
に
取
り
組
む
こ

と
な
ど
を
示
し
た
。

　
参
議
院
は
衆
院
の
内
容
に

加
え
、
長
期
修
繕
計
画
に
対

し
修
繕
積
立
金
が
不
足
し
て

い
る
管
理
組
合
が
将
来
の
修

繕
費
用
を
確
保
で
き
る
よ
う

支
援
を
行
う
こ
と
や
、
寿
命

を
迎
え
た
マ
ン
シ
ョ
ン
で
計

画
的
な
解
体
が
進
む
よ
う
費

用
の
確
保
に
関
す
る
対
策
を

講
じ
る
こ
と
な
ど
を
求
め
た
。

自
治
体
の
権
限
強
化

仕
組
み
を
創
設
す
る
。
管
理

組
合
や
区
分
所
有
者
へ
の
情

報
提
供
の
ほ
か
、
管
理
組
合

が
活
動
す
る
上
で
の
合
意
形

成
の
支
援
、
自
治
体
の
マ
ン

シ
ョ
ン
管
理
の
施
策
で
あ
る

管
理
適
正
化
推
進
計
画
の
作

成
・
見
直
し
の
提
案
や
作
成

協
力
を
行
え
る
。

２面：若手女性管理士インタビュー
３面：新会長インタビュー・日本マ
　　　ンション学会　齊藤広子氏
４面：高齢者こそマンション管理の
　　　担い手
５面：管理士のスキルが活きた断熱
　　　改修
６面：大和ライフ価値研、積立金の
　　　引上げ幅など調査
７面：山岡淳一郎氏連載「住み継ぐ
　　　心　生き抜く力」
８面：MKS.A会員企業の元請工事
　　　高ランキング


